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研究成果の概要（和文）：　本研究は、日照時間の経年的な変動が海藻群落へ及ぼす影響を検討した。(1)日照の海中
照度への影響に関しては、①日本沿岸の日照時間の変化を解析し、日本海沿岸や伊豆諸島海域での減少が大きかった。
また日本沿岸で日射量の増大が見られた。(2)三宅島におけるテングサ群落の鉛直的な分布を調べ、水深20mで最も高い
密度がみられた。テングサの漁獲量の低下は、日照時間の長期的な変化に対応せず、日射量の経年的な増加と対応が見
られた。日射量の増加がテングサ群落の上限水深を深化させている可能性が指摘された。

研究成果の概要（英文）：This research examined three points based on long-term climatic data: (1) How 
have total annual sunshine hours changed in certain areas in recent years? (2) How has light intensity 
under the ocean surface changed with respect to the sunshine? (3) What potential influences have affected 
seaweed forests because of the change?
Total sunshine hours in 2004 decreased in many regions of Japan (e.g., Sea of Japan coast, Izu Islands) 
compared with totals 30 years prior (1974). However, the amount of solar radiation increased. The 
vertical distribution of the agar weed community in the Miyake-jima region southeast of Japan’s main 
island of Honshu is densest at 20-m water depth. The decline in the agar weed catch did not correspond to 
the long-term change in sunshine hours but did correspond to the increased solar radiation.

研究分野：海洋環境光学

キーワード： 日照時間　海藻群落　日本沿岸　伊豆諸島　海中照度　日射量　テングサ
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１．研究開始当初の背景 
藻場は、沿岸の一次生産の場であるととも
に、水産上有用な魚介類やその他の多様な生
物にとっての生息場である。近年、日本各地
で藻場の衰退が認められ、水産業に多大な影
響を及ぼしている（水産庁 2007）。 
広い海域において藻場の衰退に影響を及
ぼす要因として、日照の影響が考えられる。
瀧谷（1998）は、日照のデータとして稚内地
方気象台の全天日射量のデータを用い、リシ
リコンブの生育段階毎の全天日射量と 1・2
等級のコンブの割合の間に関係があるかを
調べ、日照が全体として右下がりの減少傾向
にあることが、第二伸長生長期及び実入り期
に影響して品質低下を招いていると述べた。
また坂西・飯泉（2004）は、現場の光環境下
でのガッカラコンブ、ナガコンブの生産力お
よびコンブ目藻類の生育限界水深について
の考察を行い、この現象を物質生産に関わる
生理生態学的観点から裏付けた。赤澤ら
（2004）は、アマモ場分布状況調査および水
質、底質、底層流速、塩分、光量、気象の生
育環境調査を行った結果、アマモが順調に発
芽し、生育するための条件の一つに生育期の
十分な日照時間を挙げている。 
 商業的に重要なテングサの生産は海藻群
落の中でも著しく減少している（伊豆の天草
漁業，1998）。テングサ生産の主産地であっ
た伊豆諸島においてその傾向は特に顕著で
あり、従前の三宅島では 800ｔ、八丈島では
600ｔの生産量があったが、現在ではそれぞ
れ 50ｔ未満、1ｔ未満と激減している。 
この原因の一つとして、鈴木（2004）は、
テングサの主要な漁場である伊豆諸島の八
丈島海区におけるテングサ漁獲量と気象要
因および海況要因との多変量解析を行い、水
温と日照時間が漁獲量に影響を及ぼしてい
ると報告した。これらの研究では、日照時間
の経年変化と単に比較しているだけであり、
日照の変化が海中の光環境や群落の形成に
どのような影響を及ぼしているのか検討さ
れていない。 
一方、日照の変動の報告として、Wild et al., 

(2005, 2007, 2008)およびWild (2009)は世界
の日射量が 1960-1980 年代における緩やか
な減少傾向から、1990 年代に急激な増加傾
向へ転じたことを報告し、気温、降水量およ
び炭素循環への影響を懸念している。 
 
２．研究の目的 
本研究は、日照の変動が海中に到達する光
にどのように影響しているか、またそれがテ
ングサ群落にどのような影響を与えている
かを明らかにすることを目的とした。 
 
３．研究の方法 
(1) 解析資料および観測方法  八丈島の
気象に関するデータは、気象庁のデータベー
ス（http://www.jma.go.jp/jma/index.html）
気象統計情報および財団法人気象業務支援

センター Japan Meteorological Business 
Support Center の 地 上 気 象 観 測 原 簿
（1980-1989）から使用した。 
 太陽に関するデータは、国立天文台
National Astronomical Observatory of 
Japan が編纂する「理科年表」に記載されて
いる太陽の地心距離（10 日毎）、視赤緯（1
日毎）、均時差（1日毎）を使用した。 
 また大気外日射量のデータは、国立海洋大
気圏局National Geophysical Data Center の
Total Solar Irradiance データを使用した。
1978/11/16 ~ 2003/9/31 の期間は Active 
Cavity Radiometer Irradiance Monitor 
(ACRIM) によって観測されたデータを、
2003/10/1 ~ 2011/3/22 の 期間は Solar 
Radiation and Climate Experiment によって
観測されたデータを使用した。 
 海水の光学的性質およびテングサ群落の
生息水深調査は、八丈島で観測に適当な群落
が見当たらないことから、2009 年 9月に三宅
島オオハシ地先において行った。海中照度測
定は、水中分光照度計 PRR-600（Biospherical 
Instruments 社、USA）を使用して、下方向放
射照度および光合成有効放射PARを測定した。
またテングサ生息水深の把握は、三宅島カマ
ノシリ地先のテングサ群落で行った。照度観
測時にスクーバ潜水を行い、テングサ生息分
布の目視観測からテングサ生息水深を決定
した。 
  
(2) 解析方法    気象および太陽に関
するデータは毎時データに補正した。気象に
関するデータのうち、全天日射量については、
1 時間のみのデータの欠測は前後の値の平均
を補整値として扱い、連続したデータの欠測
は no data として解析から省いた。太陽に関
するデータのうち、太陽の地心距離（10日毎）、
視赤緯（1日毎）、均時差（1日毎）のデータ
については、それぞれ Fortran 90 を用いて
フーリエ級数変換を行い、1 時間ごとのデー
タに補整した。大気外日射量のデータ（1 日
毎）についてはそのまま使用し、データの欠
測は前後の平均を補整値とした。 
 
(3) 全天日射量の直散分離    日照時
間は「日照計で測定される直達日射量が
0.12kW/m2以上である時間」と定義されるため、
日照時間からそのまま海中光環境の変化を
検討することは難しい。そこで、全天日射を
直達光と散乱光に分離し解析を行った。 
 直散分離のモデルとして、曽我ら（1998）
により日本に適用する最適なモデルとして
評価された Reindl et al., (1990)の式を用
いた。このモデルは、全天日射量と大気外日
射量で表される晴天指数 tk を重要なファク
ターとし、太陽高度、気温、相対湿度から、
単位時間当たりの散乱比を求めるものであ
る。散乱比に全天日射量を乗じて散乱日射量
とし、全天日射量と散乱日射量の差を直達日
射量として算出した。 



 なお大気外日射量は、放射強度が距離の二
乗に逆比例して減少することから、次式で表
される（小倉，1999）。 

sin)/( 2
0 RRTSII av     (1) 

 ：太陽高度、 0I ：大気外日射量［W/m2］、
TSI ：太陽定数、 )/( RRav ：地心距離 
ここでは大気外日射量 I0を台形積分し、1 時
間毎の大気外日射量とした。 
 また太陽高度 は、緯度、半球における
太陽の傾き  72237223   、時
角hを用いて次式で算出した。 

hcoscoscossinsinsin    (2) 
ここで、 ：太陽高度、：緯度、 ：半球
に お け る 太 陽 の 傾 き
 72237223   、h：時角。また、
時角hは次式より算出した。 
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ここで、 JST：日本標準時、Eq：均時差で
ある。 
 
(4) 光合成有効放射（ PAR ）への変換    
直達日射量および散乱日射量それぞれの日
射量を光合成有効放射 PAR へ変換するため、
Alados and Alados-Arboledas(1999)の式を
用いた。この式は、brightness of skylight 
Δおよびsky clearness εを重要なファクタ
ーとし、露点温度、天頂角を用いることで、
PAR への変換を行うものである。 

dTdIpdQ 007.0ln067.078.0282.2/         
 cos39.029.0)5exp(129659.1/ bIpbQ

pdQ および pbQ ：散乱および直達光量子量
［mol/m2/h］、 dI および bI ：散乱および直達
日射量［J/m2/h］、：brightness of skylight、 
：sky clearness 、 dT ：露点温度、：天
頂角。なお、および はそれぞれ次式によ
り算出される。 
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   (6) 
本研究での直達日射量 bI は、 cos を掛けて
法線面の値を使用し、直達光量子量 pbQ は、

cos で割ることで水平面の値にした。 
 さらに、Fresnel の式（7）およびスネルの
法則（8）を用いて海面における反射率、水
中における放射フラックスの指数関数的な
減少（9）を考慮し、式 4 より求めた PAR か
ら海中光量子量を算出した（Kirk, 2002）。 
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ここで、 r ：反射率、 a ：天頂角、 w ：水
中を透過する光の下向き垂直方向に対する
角度、 aw nn / ：屈折率（= 1.33）である。こ
こではフラットな水面を仮定し、屈折率を
1.33 とした。 

)exp(0 zKPAR・・ 
       (9) 

ここで、：水深 zにおける放射フラックス、
0 ：水面における放射フラックス
（ pbpd QQ  ）、 PARK ：消散係数、z：水深
である。なお、 PARK は三宅島での観測で得
られたテングサ生息水深における消散係数
を使用した。 
 
４．研究成果 
(1) 日照の変化    気象庁のデータよ
り、八丈島における日照時間および気象観測
統計指針に基づき補正した日照時間の長期
的な傾向を把握するため、太陽周期を考慮し
11 年移動平均として Fig. 1 に示す。日照時
間は 1980 年に約 1700 時間であったが、経年
的に減少傾向を示し、2005 年に約 1400 時間
であった。一方、全天日射量は経年的に増加
傾向であった。また全天日射を直散分離し、
PAR に変換した散乱光量子量、直達光量子量
およびその合計である全天光量子量の経年
変化を 11 年移動平均として 

 
Fig. 2 に示す。全天日射は 1985 年に 6.5mol
であったが、2000 年には 7.5mol/m2/day とな
り、経年的に増加している。直達光量子量は、
全天光量子量の変化に伴う増加傾向にある
が、散乱光量子量は小さな減少傾向にある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

Fig. 1 日照時間の変化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
Fig. 2 PAR 光量子量の経年変化 
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(2) 海中照度およびテングサ群落の分布 
 三宅島オオハシ地先における下方向海中
放射照度の分布を Fig. 3 に示す。表層の値
は、水深 0.5～10m の PAR 鉛直変化から消散
係数 PARK を 0.099 m-1とし算出し、求めた。
海水の光学的性質は海面から海底付近まで
鉛直的に均一であった。 
 また、スクーバ潜水によるテングサ群落の
目視観測を行った結果、テングサの生息水深
は 15.8m（上限）～21.3m（下限）であり、最
も繁茂していた水深は 20m であった。そのた
め本研究ではテングサ繁茂水深を 20m、その
水深における消散係数を 0.099 m-1とした。
なお、テングサ生息分布の上限水深、繁茂水
深、下限水深の相対照度はそれぞれ 20.9%、
13.8%、12.1%であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
Fig. 3 三宅島オオハシにおける海中 PAR の
鉛直変化 
 
(3) テングサ繁茂水深における海中光量子
量の経年変化   テングサ繁茂水深（20m）
における海中光量子量PARの月別変化をFig. 
4 に示す。ここで、ポイントは 1980 年～2005
年の平均値を表し、上下のバーは最大値、最
小値を表す。テングサ生息水深 20m における
PAR は夏にピークのある山なりの形になり、
最大値と最小値の差は 7月で最も大きい。 
またテングサ繁茂水深におけるPARの月別の
経年変化は、5 月および 6 月でわずかな低下
傾向にあるが、他の月では経年的に増加傾向
であった。すなわち、テングサ繁茂水深（20m）
における海中光量子量の経年変化は、全天日
射の光量の増加に伴い、経年的な増加傾向に
ある。   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
Fig. 4 テングサ生息水深 20m における PAR
の月別変化 
 
(4) 補償光量および最適光量以上の光が到

達している時間 
前節で算出した海中光量子量を基に、テン
グサの成長に必要な光量以上が群落に到達
している時間を評価した。テングサの成長に
必要な光量は、漁港・漁場の施設の設計の手
引き(2003 年度版)より海藻群落実験時の照
度で限界値として示された500lxを時間に換
算し(稲田;1984）、30240μmol/m2/h を補償光
量、馬場（2010）により示されたマクサ
Gelidium elegans の成長に適した光量 100μ
mol/m2/s を時間に換算し、360000μmol/m2/h
を最適光量とし、補償光量、最適光量以上が
到達している時間を求めた。 
 テングサ繁茂水深（20m）において補償光
量および最適光量以上が到達している時間
の経年変化を Fig. 5 および Fig. 6 に示す。
光量子量は 1990 年付近まで減少傾向にある
が、それ以降では増加傾向を示している。一
方、補償光量以上が到達している時間は経年
的に減少傾向であった。最適光量以上が到達
している時間は、1990 年までは減少を示して
いたが、それ以降では増加傾向である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
Fig. 5 補償光量以上が到達している時間の
経年変化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
Fig. 6 最適光量以上の到達する時間 
 
考察 
日照の変動    世界気象機関 World 
Meteorological Organization（WMO）より、
日照時間を日照計で測定される直達日射量
が 0.12kW/m2以上である時間と定義されるこ
とから、本研究における全天日射量の直散分
離で得られた直達日射量において 0.12kW/m2 

= 432J/m2/h 以上である時間を日照時間とし
て算出した。算出した日照時間、気象庁のホ
ームページ上で公開している日照時間およ
び気象観測統計指針に基づき補正した日照
時間を Fig. 7 に示す。なお補正は気象観測
指針に基づき、ジョルダン式日照計で観測し
た統計値において、月合計値が 75.0 時間以

補償光量 

海中光量子

海中光量子

最適光量 



上の場合には 15.0 時間を引き、75.0 時間未
満の場合には 0.8 を掛けた。この補正値は、
気象庁が主成分分析による方法（全国規模か
ら地域規模まで様々なスケールの年変動な
どを主成分分析で求めて観測条件の変化が
ある地点の年変動を表現する方法）によって
求めた（気象庁，2005）。 
 気象庁が公開している日照時間は経年的
で著しい減少傾向にある。また、補正した日
照時間は経年的に減少傾向にある。一方、日
射から算出した日照時間に経年的な変化傾
向は見て取れない。 
1996 年以前において日射から算出した日
照時間と補正した日照時間との間には差が
あり、ジョルダン式日照計から回転式日照計
に変更した 1986 年 1 月 1 日以前においてそ
の差は顕著であった。このことから気象庁が
公表している日照時間のデータの均質性の
判断ができない。つまり、測器の変更前後に
おける日照時間の比較が難しいことを示し
ている。そのため、日照時間を用いた全天日
射量の推定が試みられている（Ahmad and 
Tiwari, 2011）が、日本においては回転式日
照計で観測した日照時間を用いた推定でな
ければ困難であり、異なった日照計のデータ
を連続して解析するには注意が必要である。
回転式日照計に変わった 1986 年以降～1996
年において、補正した日照時間と算出した日
照時間には差が見られる。この原因ははっき
りしない。このことから、日照時間は経年的
にわずかな減少傾向もしくは横ばいである
といえる。また 1996 年以降では補正した日
照時間と算出した日照時間に差があまり見
られない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
Fig. 7 補正および算出した日照時間の比較 
 
テングサへの影響 
 テングサへの影響を検討するため、三宅島
および八丈島のテングサ漁獲量とテングサ
生息水深 20m における PAR との関係、三宅島
および八丈島のテングサ漁獲量とテングサ
生息水深20mにおける最適光量以上が到達し
ている時間との関係をそれぞれ月別に検討
した。なお、テングサは多年草であり、寿命
が 3 年と考えられていることから（藤田，
2004）、各データを 3 年移動平均にして関係
を示した。両関係とも負の相関があり、月別
にみると 2 月、3 月で強い相関があった。こ
のことから、三宅島におけるテングサ群落で

は、直達日射量の増加に伴い生息域に届く光
量が大きくなり過ぎているため、光阻害が起
きている可能性が示唆される。 
 以上のことより、胞子体が最も多く確認で
きる7月において直達日射量が増加すること
は、胞子体の発芽および成長を抑制している
可能性が示唆される。また、Santelices 
(1991)が指摘するように、放射束密度と栄養
塩濃度の相互作用を考えれば、2 月および 3
月の貧栄養時の直達日射量の増加も成長を
抑制していると考えられる。 
 今後は、実際の現場に近い環境下、特に貧
栄養時におけるマクサの生理生態学的研究
が必要であり、また光環境の変化だけではな
く高水温、貧栄養、高濁度などの環境要因を
複合的に考える必要がある。 
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